
「税制抜本改革に望む」

世界経済の減速や資源・エネル

ギー価格の高騰により、日本経済は

停滞感が強まっている。また、本格

的な少子高齢化社会の到来、国民の

将来不安の高まりや地球温暖化問題

への対応等、解決すべき課題が山積

している。

これら諸課題に対応していくに

は、めざすべき経済社会の基本目標

を定め、税財政、社会保障制度、地

方分権の改革を一体的に進め、持続

的な成長軌道を確保していかなけれ

ばならない。

そのためには、税のあり方として、

３原則「公平・中立・簡素」に「成

長力」の視点も加えるべきである。

「企業は成長力の源」、「財政再建計

画進捗状況の見える化」、「間接税比

率の引き上げ」を基本に、次の4つ

の論点から税制抜本改革に臨んでも

らいたい。

１．持続的成長と企業の位置づけ

～法人実効税率引き下げの重要性～

企業は、成長をけん引するエンジ

ンであり、地球温暖化問題をはじめ

諸課題を解決する技術革新を生み出

すエンジンである。また、雇用維持

機能を主とした、企業の社会的責任

を再確認する必要がある。

法人実効税率（表面税率）は、

OECD平均で約30%であるのに対

し、日本の法人実効税率は40.7%（東

京23区、堺市）と世界で最も高い水

準にある＜図１＞。これは、日本企

業の国際競争力をそぐだけでなく対

日投資をも阻害している可能性があ

る。近年ではシンガポールやドイツ

が企業誘致や国際競争力の観点か

ら、課税ベースの拡大と同時に法人

税を引き下げている。

法人税引き下げの議論は、ともす

ると企業優遇である、との論調に傾

くが、結果的には賃金や配当を通じ

て家計への配分余力向上につながる

面もあり、企業のみが利を得ている

わけではない。

日本企業の国際競争力を維持・強

化し、対日投資を拡大させるために

も、法人実効税率の早期かつ大幅な

引き下げが重要である。

まず、租税特別措置法を精査し、

より効果の高いものへの集中・充実

をはかることで、企業の中長期的潜

在成長力強化につなげるべきである。

２．財政再建に向けて

2011年度のPB（プライマリーバラ

ンス）黒字化は国際社会に向けた事

実上の公約であり、堅持しなければ

ならない。ただし、消費税増税を優

先するのではなく、特殊法人等の歳

出見直しや透明化、特別会計の余剰
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〈図１　法人所得課税の実効税率の国際比較（2008年7月現在）〉
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（出所：財務省HP）
＊上記の実効税率は、法人所得に対する租税負担の一部が損金算入されることを調整した上で、それぞれの税
率を合計したものである。



積立金、道路特定財源の一般財源

化、たばこ税の税率の見直し等あら

ゆる手段を講じるべきである。

また、PB黒字化達成後も、財政

収支黒字化、債務残高の縮減等、さ

らなる財政の健全化に向け数値目標

を設定し、国民に取り組み状況を開

示すべきである。

社会保障は、将来給付の膨張が確

実視され、財政再建上の大きな課題

である。受益と負担の世代間バラン

スや、給付のための安定財源の確保

のために、消費税の見直しを避ける

ことはできない。国民に対し社会保

障制度の主要な論点をわかりやすく

示し、基本的な議論を喚起した上で

の、消費税の見直しは不可避である。

３．分権改革の推進

分権改革の推進には、地方自治体

の歳出の徹底と同時に、歳入面にお

いて、自治体ごとの税収格差が小さ

い安定財源の確保が必要となってく

る。現在、地方は財源を法人課税に

大きく依存しているが、法人課税は

景気に左右されやすく地方自治体間

で税収格差が大きい。地方の自立と

いう観点から、地方消費税を拡充す

る等、税収構造のあり方を検討しな

ければならない。

４．低炭素社会の実現

地球温暖化をはじめとする環境問

題は全世界が直面している最重要課

題の１つである。経済成長を両立す

る形での低炭素社会を実現するた

め、省エネルギー技術・環境技術の

革新を直接的に促す研究開発・設備

投資減税が必要である。

環境税については、CO2 削減効果

に疑問があるほか、企業努力の阻

害、低規制国への生産活動の移転に

よる地球規模で考えた場合、排出量

増大の懸念もあることから、導入に

は反対である。

「2009年度税制改正に望む」

税制抜本改革をの第一歩として、

来年度改正に向け、「成長力」の涵

養の観点から以下の点を要望する。

１．外国税額控除の見直し

日本企業は、海外子会社利益の多

くを海外に留保する傾向が見られる一

方、海外現地法人からの受取配当金

は微増にとどまる。海外子会社からの

受取配当金に関しては地方税も含め

て全額益金不算入とすべきである｡

２．移転価格税制の見直し

制度適用の対象となる国外関連者

の定義を発行済み株式等の「50%以

上の保有」から「50%超」とすべき

である。また、制度運用面で当局の

裁量の余地が大きく予見可能性が担

保されていない現状は改善すべきで

ある。

３．タックスヘイブン税制

中国が2008年１月に法人税を25%

に引き下げ、韓国も将来の引き下げ

に（25%→20%）言及する等、世界的

な法人税の引き下げ競争が進む。現

在の軽課税国の定義である「税率

25%以下」を「20%未満」に引き下

げるべきである。

４．省エネ投資税額控除の新設等

低炭素社会を実現する企業の技術

革新に対する投資促進のため既存の

研究開発投資への減税措置の拡充に

加え、省エネルギー、新エネルギー

開発投資、設備投資に対する税額控

除制度を新設すべきである。

５．事業用資産の買換え特例の延長

現在の課税の特例の適用期限を2

年間延長し、2010年12月末日まで

とすべきである。

６．超過課税の廃止（法人実効税率）

法人実効税率は標準税率39.5%に

対し、17政令指定都市（東京23区含

む）の平均では約40.5%と、ほぼ１%

の超過税率が課されている＜図２参

照＞。法人実効税率は、国税約28%、

地方税約12.5%の構成で、OECD平

均が約30%であるので、地方課税分

がOECD平均に上乗せという形にな

っている。こうした高い水準の地方

法人課税是正の第一歩として超過課

税を廃止すべきである。

７．住宅ローン控除の延長・拡充

省エネ等一定の基準を満たす優

良な住宅取得に対するローン残高

の一定割合の税額控除や総費用を

対象とする住宅投資減税制度を導

入すべきであり、景気対策として現

行の住宅ローン減税制度は延長す

べきである。

（経済調査部 田村洋子）

意見書の全文を当会HPに掲載して
います。
http://www.kankeiren.or.jp/
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法人実効税率（表面税率）について
～法人所得に比例して課税される税率。均等割は含まず。～

法人税 法人
県民税
：法人税割

法人
市民税
：法人税割

法人
事業税等
：所得割

法人事業税等が
損金算入される
ことによる調整

標準税率 ｛30%×（１＋5%    ＋12.3%）＋   7.2 % ｝÷（1＋7.2%）  ＝39.54%

｛30%×（１＋6%    ＋14.7%）＋   7.56%｝÷（1＋7.56%）＝40.69%超過課税
（東京23区及び、堺市の例）

〈図２〉


